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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１のアンテナおよび第２のアンテナと、
　入力される信号を周波数領域に変換して前記信号の複数の周波数成分を得る第１変換手
段と、
　前記複数の周波数成分を第１の重み係数を用いて重み付けするとともに、前記複数の周
波数成分を第２の重み係数を用いて重み付けする重み付け手段と、
　前記第１の重み係数を用いて重み付けされた前記複数の周波数成分を時間領域に変換し
て第１の送信信号を得るとともに、前記第２の重み係数を用いて重み付けされた前記複数
の周波数成分を時間領域に変換して第２の送信信号を得る第２変換手段と、
　前記第１の送信信号および前記第２の送信信号を前記第１のアンテナおよび前記第２の
アンテナの一方または双方から送信する送信手段と、
　を具備する無線通信装置。
【請求項２】
　前記複数の周波数成分の各々において、前記第１のアンテナの第１の伝搬路品質および
前記第２のアンテナの第２の伝搬路品質を測定する測定手段、をさらに具備し、
　前記重み付け手段は、前記第１の伝搬路品質と前記第２の伝搬路品質とに基づいて前記
第１の重み係数および前記第２の重み係数を設定する、
　請求項１記載の無線通信装置。
【請求項３】
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　前記重み付け手段は、前記第１の伝搬路品質と前記第２の伝搬路品質とを前記複数の周
波数成分の各々において比較し、比較結果に従って前記複数の周波数成分の各々において
前記第１の重み係数および前記第２の重み係数の一方を１に設定するとともに他方を０に
設定する、
　請求項２記載の無線通信装置。
【請求項４】
　前記重み付け手段は、前記第１の伝搬路品質と前記第２の伝搬路品質との差が閾値以上
である周波数成分に対してのみ、前記第１の重み係数および前記第２の重み係数の一方を
１に設定するとともに他方を０に設定する、
　請求項３記載の無線通信装置。
【請求項５】
　前記重み付け手段は、前記第１の重み係数と前記第２の重み係数との複数の組合せを有
し、前記第１の伝搬路品質および前記第２の伝搬路品質に基づいて、前記複数の組合せの
中から信号受信側での受信電力が最大になる組合せを選択して前記第１の重み係数および
前記第２の重み係数を設定する、
　請求項２記載の無線通信装置。
【請求項６】
　前記測定手段は、前記第１のアンテナによって受信される信号の複数の周波数成分各々
の受信電力を前記第１の伝搬路品質として測定するとともに、前記第２のアンテナによっ
て受信される信号の複数の周波数成分各々の受信電力を前記第２の伝搬路品質として測定
する、
　請求項２記載の無線通信装置。
【請求項７】
　前記複数の周波数成分の各々にパイロットシンボルを挿入する挿入手段、をさらに具備
し、
　前記重み付け手段は、前記複数の周波数成分に用いた重み係数と同じ重み係数を用いて
前記パイロットシンボルを重み付けする、
　請求項１記載の無線通信装置。
【請求項８】
　前記複数の周波数成分の各々において、前記第１のアンテナの第１の伝搬路品質および
前記第２のアンテナの第２の伝搬路品質を測定する測定手段と、
　前記複数の周波数成分のうち、前記第１の伝搬路品質と前記第２の伝搬路品質とにおい
て一方の伝搬路品質が他方の伝搬路品質に比べ所定値以上低い周波数成分にピーク電力を
抑圧するための信号を挿入する挿入手段と、をさらに具備する、
　請求項１記載の無線通信装置。
【請求項９】
　前記送信手段は、ピーク対平均電力比が閾値以上である場合に、前記第１の送信信号と
前記第２の送信信号とを合成した合成信号または前記入力される信号を、前記第１のアン
テナまたは前記第２のアンテナのいずれか一方から送信する、
　請求項１記載の無線通信装置。
【請求項１０】
　前記送信手段は、前記第１のアンテナまたは前記第２のアンテナのうち前記複数の周波
数成分の伝搬路品質の合計がより大きいアンテナから前記合成信号を送信する、
　請求項９記載の無線通信装置。
【請求項１１】
　請求項１記載の無線通信装置を具備する無線通信基地局装置。
【請求項１２】
　請求項１記載の無線通信装置を具備する無線通信端末装置。
【請求項１３】
　入力される信号を周波数領域に変換して前記信号の複数の周波数成分を得る第１変換工



(3) JP 4592698 B2 2010.12.1

10

20

30

40

50

程と、
　前記複数の周波数成分を第１の重み係数を用いて重み付けするとともに、前記複数の周
波数成分を第２の重み係数を用いて重み付けする重み付け工程と、
　前記第１の重み係数を用いて重み付けされた前記複数の周波数成分を時間領域に変換し
て第１の送信信号を得るとともに、前記第２の重み係数を用いて重み付けされた前記複数
の周波数成分を時間領域に変換して第２の送信信号を得る第２変換工程と、
　前記第１の送信信号および前記第２の送信信号を第１のアンテナおよび第２のアンテナ
の一方または双方から送信する送信工程と、
　を具備する無線通信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線通信装置および無線通信方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　次世代の移動通信システムへ向けて１００Mbpsを超えるデータレートを実現すべく、高
速パケット伝送に適した無線伝送方式について様々な検討が行われている。このような高
速伝送のためには使用周波数帯域の広帯域化が必要であり、１００MHz程度の帯域幅を用
いることが検討されている。しかし、移動通信においてこのような広帯域伝送をシングル
キャリアで行うと、マルチパス干渉により誤り率特性が著しく劣化する。そこで、マルチ
パス干渉の影響を除去して波形を再生するための技術として、周波数等化が検討されてい
る（例えば、非特許文献１参照）。周波数等化は簡易な装置構成で実現できる等化技術で
あり、シングルキャリアで送信された信号に対して、受信側で受信信号の各周波数成分に
伝搬路の周波数特性推定値の逆特性を乗積することにより等化処理を行うものである。
【非特許文献１】“Frequency domain equalization for single-carrier broadband wir
eless systems”, Falconer, D.; Ariyavisitakul, S.L.; Benyamin-Seeyar, A.; Eidson
, B.;Communications Magazine, IEEE , Volume: 40 , Issue: 4 , April 2002 Pages:58
 - 66
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　シングルキャリアの広帯域伝送では、周波数選択性フェージングの影響により受信レベ
ルが大きく落ち込んだ周波数成分が存在すると、上記のような周波数等化を行っても完全
には等化されずマルチパス干渉成分が残ってしまい、その結果、誤り率特性が劣化してし
まう。
【０００４】
　本発明の目的は、シングルキャリアの広帯域伝送において、周波数選択性フェージング
の影響を軽減して誤り率特性の劣化を防止することができる無線通信装置および無線通信
方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の無線通信装置は、第１のアンテナおよび第２のアンテナと、入力される信号を
周波数領域に変換して前記信号の複数の周波数成分を得る第１変換手段と、前記複数の周
波数成分を第１の重み係数を用いて重み付けするとともに、前記複数の周波数成分を第２
の重み係数を用いて重み付けする重み付け手段と、前記第１の重み係数を用いて重み付け
された前記複数の周波数成分を時間領域に変換して第１の送信信号を得るとともに、前記
第２の重み係数を用いて重み付けされた前記複数の周波数成分を時間領域に変換して第２
の送信信号を得る第２変換手段と、前記第１の送信信号および前記第２の送信信号を前記
第１のアンテナおよび前記第２のアンテナの一方または双方から送信する送信手段と、を
具備する構成を採る。
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【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、シングルキャリアの広帯域伝送において、周波数選択性フェージング
の影響を軽減して誤り率特性の劣化を防止することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照して詳細に説明する。以下に説明する
無線通信装置は、例えば移動体通信システムにおいて使用される無線通信端末装置や無線
通信基地局装置に搭載されるものである。
【０００８】
　（実施の形態１）
　図１に示す無線通信装置において、符号化部１１は、入力される時系列の送信データを
符号化する。
【０００９】
　変調部１２は、符号化部１１からの出力をＱＰＳＫや１６ＱＡＭ等の変調方式で変調し
て変調信号を作成する。
【００１０】
　ＦＦＴ部１３は、変調部１２から入力される変調信号にＦＦＴ（フーリエ変換）処理を
施して、変調信号を周波数領域に変換する。このＦＦＴ処理により、変調信号の複数の周
波数成分１～Ｎが得られる。これら複数の周波数成分１～Ｎはパイロット挿入部１４に入
力される。
【００１１】
　パイロット挿入部１４は、入力される複数の周波数成分１～Ｎの各々に周波数領域のパ
イロットシンボルを挿入して、ウェイト乗算部１５－１および１５－２に入力する。なお
、パイロット挿入部１４で行われる処理の詳細については後述する。
【００１２】
　ウェイト乗算部１５－１および１５－２は、ウェイト係数設定部５４で設定されたウェ
イト係数（重み係数）Ｗ１１～Ｗ１ＮおよびＷ２１～Ｗ２Ｎを各周波数成分１～Ｎおよび
各周波数成分１～Ｎに挿入されたパイロットシンボルに乗算することで、各周波数成分１
～Ｎとパイロットシンボルとを同じ重み係数で重み付けする。ウェイト乗算部１５－１で
乗算されるウェイトＷ１１～Ｗ１Ｎとウェイト乗算部１５－２で乗算されるウェイトＷ２
１～Ｗ２Ｎは互いに異なる。ウェイト乗算部１５－１で重み付けされた周波数成分１～Ｎ
はＩＦＦＴ部１６－１に入力され、ウェイト乗算部１５－２で重み付けされた周波数成分
１～ＮはＩＦＦＴ部１６－２に入力される。
【００１３】
　ＩＦＦＴ部１６－１は、入力された周波数成分１～ＮにＩＦＦＴ（逆フーリエ変換）処
理を施して、周波数成分１～Ｎを時間領域に変換する。この処理により、ウェイトＷ１１
～Ｗ１Ｎで重み付けされた周波数成分１～Ｎを含む送信信号１が得られる。この送信信号
１は、ＧＩ挿入部１７－１でガードインターバルを挿入され、送信無線処理部１８－１で
アップコンバート、増幅等の無線処理を施された後、アンテナ１を介して通信相手に送信
される。
【００１４】
　ＩＦＦＴ部１６－２は、入力された周波数成分１～ＮにＩＦＦＴ処理を施して、周波数
成分１～Ｎを時間領域に変換する。この処理により、ウェイトＷ２１～Ｗ２Ｎで重み付け
された周波数成分１～Ｎを含む送信信号２が得られる。この送信信号２は、ＧＩ挿入部１
７－２でガードインターバルを挿入され、送信無線処理部１８－２でアップコンバート、
増幅等の無線処理を施された後、アンテナ２を介して通信相手に送信される。
【００１５】
　一方、受信無線処理部５１－１は、アンテナ１を介して受信された信号に対してダウン
コンバート等の無線処理を施してパイロット抽出部５２－１および合成部５５に入力し、
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受信無線処理部５１－２は、アンテナ２を介して受信された信号に対してダウンコンバー
ト等の無線処理を施してパイロット抽出部５２－２および合成部５５に入力する。
【００１６】
　パイロット抽出部５２－１は、アンテナ１で受信された信号に含まれるパイロットシン
ボルを抽出して周波数特性測定部５３－１に入力し、周波数特性測定部５３－１は、この
パイロットシンボルを用いてアンテナ１と通信相手との間の伝搬路の周波数特性を測定す
る。また、パイロット抽出部５２－２は、アンテナ２で受信された信号に含まれるパイロ
ットシンボルを抽出して周波数特性測定部５３－２に入力し、周波数特性測定部５３－２
は、このパイロットシンボルを用いてアンテナ２と通信相手との間の伝搬路の周波数特性
を測定する。周波数特性の測定方法については後述する。周波数特性測定部５３－１およ
び５３－２で測定された周波数特性はそれぞれウェイト係数設定部５４に入力される。ウ
ェイト係数設定部５４は、ぞれぞれの周波数特性からウェイトＷ１１～Ｗ１Ｎおよびウェ
イトＷ２１～Ｗ２Ｎを設定する。設定方法については後述する。
【００１７】
　合成部５５は、アンテナ１で受信された信号とアンテナ２で受信された信号を合成し、
復調部５６は合成された信号を復調し、復号部５７は復調された信号を復号する。これに
より、受信データが得られる。
【００１８】
　次に、周波数特性測定部５３－１および５３－２で行われる処理について説明する。周
波数特性測定部５３－１および５３－２は、図２に示すように、ＦＦＴ部５３１、除算部
５３２および二乗部５３３から構成される。この構成により、周波数特性測定部５３－１
および５３－２では、各伝搬路の周波数特性、すなわち、アンテナ１と通信相手との間の
伝搬路およびアンテナ２と通信相手との間の伝搬路各々の周波数成分毎の伝搬路品質を測
定する。また、ここでは、周波数成分毎の伝搬路品質としてパイロットシンボルの周波数
成分毎の受信電力値を以下のようにして測定する。
【００１９】
　ＦＦＴ部５３１は、入力された受信パイロットシンボルにＦＦＴ処理を施して、パイロ
ットシンボルを周波数領域に変換する。このＦＦＴ処理により、パイロットシンボルの複
数の周波数成分１～Ｎが得られる。これら複数の周波数成分１～Ｎは除算部５３２に入力
される。なお、ここで得られる各周波数成分１～Ｎは、ＦＦＴ部１３で得られる各周波数
成分１～Ｎにそれぞれ対応する。除算部５３２は、入力された各周波数成分１～Ｎをパイ
ロットレプリカの周波数特性で除算する。パイロットレプリカはパイロットシンボルの送
信側（つまり、通信相手）および受信側（つまり、本実施の形態の無線通信装置）双方に
おいて既知のパイロット波形である。この除算により各周波数成分１～Ｎのチャネル推定
値が得られる。二乗部５３３では、これらのチャネル推定値を二乗して電力値にする。こ
の一連の処理が周波数特性測定部５３－１および５３－２で行われることにより、アンテ
ナ１の伝搬路およびアンテナ２の伝搬路各々の各周波数成分１～Ｎの受信電力値が測定さ
れる。測定された受信電力値はウェイト係数設定部５４に入力される。
【００２０】
　次に、ウェイト係数設定部５４で行われる処理について説明する。ウェイト係数設定部
５４は、周波数特性測定部５３－１から入力される受信電力値（つまり、アンテナ１の伝
搬路の各周波数成分の伝搬路品質）と周波数特性測定部５３－２から入力される受信電力
値（つまり、アンテナ２の伝搬路の各周波数成分の伝搬路品質）とに基づいて、ウェイト
乗算部１５－１で用いられるウェイト係数Ｗ１１～Ｗ１Ｎおよびウェイト乗算部１５－２
で用いられるウェイト係数Ｗ２１～Ｗ２Ｎを設定する。設定方法としては、周波数特性測
定部５３－１から入力される受信電力値と周波数特性測定部５３－２から入力される受信
電力値とを周波数成分１～Ｎ毎に比較し、受信電力値が大きい方のアンテナに対応するウ
ェイト係数を１に設定し、受信電力値が小さい方のアンテナに対応するウェイト係数を０
に設定する。より具体的には、周波数成分１～Ｎのうち、例えば、アンテナ１から送信さ
れる周波数成分１（つまり、ウェイト係数Ｗ１１を乗算される周波数成分）とアンテナ２
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から送信される周波数成分１（つまり、ウェイト係数Ｗ２１を乗算される周波数成分）と
において受信電力値を比較し、アンテナ１から送信される周波数成分１の受信電力値の方
がアンテナ２から送信される周波数成分１の受信電力値より大きい場合は、ウェイト係数
Ｗ１１を１に設定し、ウェイト係数Ｗ２１を０に設定する。逆に、アンテナ２から送信さ
れる周波数成分１の受信電力値の方がアンテナ１から送信される周波数成分１の受信電力
値より大きい場合は、ウェイト係数Ｗ２１を１に設定し、ウェイト係数Ｗ１１を０に設定
する。そして、この処理をすべての周波数成分に対して行う。これにより、各周波数成分
１～Ｎは、アンテナ１およびアンテナ２のうち受信電力がより大きいいずれか一方のアン
テナから送信されることとなる。つまり、周波数成分毎に送信アンテナの選択が行われる
。このように周波数成分毎に伝搬路品質が最も良好なアンテナを送信アンテナとして選択
することにより、送信ダイバーシチ効果を高めることができる。
【００２１】
　以上の比較／選択処理を図示すると図３に示すようになる。図３に示す２本の曲線はウ
ェイト係数設定部５４に入力される各アンテナの周波数特性を表している。図３に示すよ
うに、各周波数成分において、受信電力の大きい方のアンテナに対応するウェイト係数が
１に設定され、受信電力の小さい方のアンテナに対応するウェイト係数が０に設定される
。その結果、通信相手での信号受信時の周波数特性は図４に示すようになる。つまり、ア
ンテナ１およびアンテナ２のうち、各周波数成分毎に伝搬路品質のより良好なアンテナが
送信アンテナとして選択されるため、通信相手での受信電力が大きく落ち込む周波数成分
が存在しなくなり、その結果、すべての周波数成分をアンテナ１およびアンテナ２のいず
れか１つだけから送信する場合に比べ誤り率特性を向上させることができる。
【００２２】
　次に、パイロット挿入部１４で行われる処理について説明する。図５はＴＤＤシステム
の場合であり、図６はＦＤＤシステムの場合である。
【００２３】
　図５および図６に示すように、本実施の形態では、各フレームは複数のタイムスロット
に分割されており、各フレームの先頭のタイムスロットおよび末尾のタイムスロットでパ
イロットシンボルを送信する。よって、パイロット挿入部１４では、各周波数成分に対応
するスイッチが、先頭のタイムスロットおよび末尾のタイムスロットの送信タイミングで
ａ側に、それ以外のタイミングではｂ側に接続されて、各周波数成分にパイロットシンボ
ルが挿入される。また、ウェイト係数設定部５４でのウェイト係数の更新は、ＴＤＤシス
テムでは、図５に示すように、上りフレーム後の下りフレームとの境界で行われ、下り１
フレーム内のすべてのスロットで同じウェイト係数が使用される。一方、ＦＤＤシステム
では、ウェイト係数の更新は、図６に示すように、各フレーム境界で行われ、１フレーム
内のすべてのスロットで同じウェイト係数が使用される。このようなウェイト係数の更新
タイミングを採ることにより、パイロット部分とデータ部分とに同じウェイト係数が乗算
されるため、通信相手では、信号受信の際に、従来のようにすべての周波数成分が１本の
アンテナからのみ送信される場合と同様の受信処理で信号を受信することができる。
【００２４】
　このように、本実施の形態によれば、周波数成分毎に送信ダイバーシチ効果を得ること
ができるため、周波数選択性フェージングの影響による周波数成分の電力の落ち込みを軽
減することができ、その結果、誤り率特性を向上させることができる。また、各伝搬路の
周波数特性に基づいて周波数成分毎にウェイト係数を設定するため、さらに送信ダイバー
シチ効果を高めることができる。
【００２５】
　なお、アンテナ毎の各周波数成分の伝搬路品質を通信相手側で測定して本実施の形態の
無線通信装置に報告し、無線通信装置では報告された伝搬路品質に基づいてウェイト係数
を設定することも可能である。また、通信相手側で伝搬路品質に基づいてさらにウェイト
係数の設定も行って本実施の形態の無線通信装置に報告し、無線通信装置では報告された
ウェイト係数を各周波数成分に乗算することも可能である。このようにすることで、本実
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施の形態に係る無線通信装置を、送信と受信とで異なる周波数の伝搬路を用いるＦＤＤシ
ステムに最適な構成とすることができる。
【００２６】
　（実施の形態２）
　本実施の形態に係る無線通信装置は、周波数成分毎の伝搬路品質に基づいて、ウェイト
係数Ｗ１１～Ｗ１ＮとＷ２１～Ｗ２Ｎとの複数の組合せの中で、信号受信側である通信相
手における受信電力が最大になるウェイト係数の組合せを各周波数成分に乗算するウェイ
ト係数に設定するものである。
【００２７】
　本実施の形態に係る無線通信装置は、ウェイト係数設定部５４の動作のみが実施の形態
１と異なる。複数のアンテナから信号を送信する場合には、各アンテナから送信された信
号が受信点で強め合うようなウェイト係数は、以下の式（１）で表されるPnが最大になる
ような振幅と位相を持ったウェイト係数である。そこで、ウェイト係数設定部５４は、以
下の式（１）のPnが最大になるようなウェイト係数の組合せwnをアンテナ毎の各周波数成
分のウェイト係数に設定する。ウェイト係数設定部５４にはウェイト係数の組合せwnの複
数の候補があらかじめ記憶されており、ウェイト係数設定部５４は、それらの複数の組合
せの候補についてPnを計算し、Pnが最大になる組合せwnを選択してウェイト乗算部１５－
１および１５－２に出力する。
【数１】

【００２８】
　ここで、h1nはアンテナ１の周波数成分nの伝搬路品質、h2nはアンテナ２の周波数成分n
の伝搬路品質を表す。Hは複素共役転置、Tは転置を表す。なお、Pnは、ウェイト係数wnを
乗算されて送信された信号が伝搬路品質Hnの伝搬路を通って通信相手で受信されるときの
受信電力に比例する値となる。wnの候補としては、例えば、振幅が｛０.２，０.８｝のい
ずれか、位相が{０，π／４，２π／４，３π／４，４π／４，５π／４，６π／４，７
π/４}のいずれかを採るものを候補とする。
【００２９】
　図７に本実施の形態のウェイト係数設定を行った場合の通信相手での信号受信時の周波
数特性を示す。図７から、本実施の形態のウェイト係数設定を行うと、受信電力が大きく
落ち込む周波数成分がなくなることが分かる。ここで、図７と図４（実施の形態１）とを
比較すると、図７は図４に比べ受信電力が小さくなっている。しかし、伝搬路の周波数特
性の推定誤差が大きい場合は、実施の形態１のように各周波数成分をいずれか一方のアン
テナから送信するよりも、２本のアンテナから送信した方がより大きい受信電力が得られ
る。
【００３０】
　このように、本実施の形態によれば、周波数成分毎に受信電力を強めることができるた
め、受信電力が大きく落ち込む周波数成分がなくなり、その結果、誤り率特性を向上させ
ることができる。
【００３１】
　（実施の形態３）
　実施の形態１では、重み係数の乗算により各アンテナにおいて各周波数成分毎に信号が
変形されることになるため、重み係数を乗算しない場合に比べ、信号のＰＡＰＲ（Peak t
o Average Power Ratio：ピーク対平均電力比）が大きくなってしまう可能性がある。こ
の可能性は、信号中の各周波数成分において送信されない周波数成分をつくることで一層
高まる。送信アンプ特性の非線形領域に入るような大きなＰＡＰＲになった場合、送信信
号が歪み、信号受信側でのＳＮＲが劣化する。
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【００３２】
　そこで、本実施の形態では、アンテナ間における伝搬路品質の差が閾値以上となる周波
数成分だけをいずれか１本のアンテナから送信し、その差が閾値未満の周波数成分は複数
のアンテナから送信するようにして、各アンテナから送信される信号において送信されな
い周波数成分を少なくすることで、信号の変形の度合いを軽減するようにした。
【００３３】
　本実施の形態に係る無線通信装置の構成を図８に示す。なお、以下の説明では、実施の
形態１（図１）と同一の構成には同一の番号を付し説明を省略する。
【００３４】
　図８に示す無線通信装置において、周波数特性測定部５３－１はアンテナ１で受信され
た信号に含まれるパイロットシンボルの各周波数成分１～Ｎの受信電力値を測定して、ウ
ェイト係数設定部５４および電力差測定部５８に入力する。また、周波数特性測定部５３
－２はアンテナ２で受信された信号に含まれるパイロットシンボルの各周波数成分１～Ｎ
の受信電力値を測定して、ウェイト係数設定部５４および電力差測定部５８に入力する。
【００３５】
　電力差測定部５８は、周波数特性測定部５３－１から入力された受信電力値と周波数特
性測定部５３－２から入力された受信電力値との差を周波数成分毎に測定する。つまり、
電力差測定部５８は、アンテナ１とアンテナ２との間における各周波数成分の受信電力値
の差を測定する。この受信電力差は、閾値判定部５９に入力される。
【００３６】
　閾値判定部５９は、電力差測定部５８から入力された受信電力差が閾値以上であるか否
かを周波数成分毎に判定し、判定結果をウェイト係数設定部５４に入力する。
【００３７】
　ウェイト係数設定部５４は、受信電力差が閾値以上であると判定された周波数成分のウ
ェイト係数を実施の形態１記載の設定方法で設定する。すなわち、ウェイト係数設定部５
４は、受信電力差が閾値以上であると判定された周波数成分の受信電力値をアンテナ１と
アンテナ２との間で比較し、受信電力値が大きい方のアンテナのウェイト係数を１に設定
し、受信電力値が小さい方のアンテナのウェイト係数を０に設定する。一方、ウェイト係
数設定部５４は、受信電力差が閾値未満であると判定された周波数成分については、両ア
ンテナともにウェイト係数を０.５に設定する。このようなウェイト係数の設定を行うこ
とで、受信電力差が大きい周波数成分、すなわち、アンテナ間の伝搬路品質の差が大きい
周波数成分のみ、伝搬路品質がより良好な一方のアンテナから送信され、それ以外の周波
数成分は双方のアンテナから送信されることになる。よって、いずれか一方のアンテナだ
けから送信される周波数成分の数を減少させることができ、信号の変形の度合いが軽減す
る。これにより、ＰＡＰＲの増大を抑えることができる。
【００３８】
　このように、本実施の形態によれば、各アンテナにおいて周波数成分の変化が最小限に
抑えられるため、ＰＡＰＲの増大を抑えることができ、ＰＡＰＲの増大に起因する信号歪
による誤り率特性の劣化を抑えることができる。また、伝搬路品質の差が大きい周波数成
分については、伝搬路品質がより良好なアンテナから電力を集中して送信することができ
るため、信号受信側の通信相手では、受信電力が大きく落ち込む周波数成分がなくなり、
誤り率特性を向上させることができる。
【００３９】
　なお、本実施の形態のウェイト係数設定部５４では、受信電力差が閾値以上であると判
定された周波数成分のウェイト係数を実施の形態２で説明した設定方法により設定しても
よい。
【００４０】
　（実施の形態４）
　本実施の形態では、実施の形態３と異なる方法によりＰＡＰＲの増大を抑える無線通信
装置について説明する。
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【００４１】
　本実施の形態に係る無線通信装置の構成を図９に示す。なお、以下の説明では、実施の
形態１（図１）と同一の構成には同一の番号を付し説明を省略する。
【００４２】
　図９に示す無線通信装置において、周波数特性測定部５３－１はアンテナ１で受信され
た信号に含まれるパイロットシンボルの各周波数成分１～Ｎの受信電力値を測定して、ウ
ェイト係数設定部５４およびピーク抑圧周波数設定部６０に入力する。また、周波数特性
測定部５３－２はアンテナ２で受信された信号に含まれるパイロットシンボルの各周波数
成分１～Ｎの受信電力値を測定して、ウェイト係数設定部５４およびピーク抑圧周波数設
定部６０に入力する。
【００４３】
　ピーク抑圧周波数設定部６０は、アンテナ間において複数の周波数成分各々の受信電力
値を比較し、複数の周波数成分のうち、一方のアンテナの受信電力値が他方のアンテナの
受信電力値に比べ所定値以上低い周波数成分をピーク抑圧用の周波数成分に設定する。こ
のピーク抑圧用の周波数成分には、ＩＦＦＴ後の信号のＰＡＰＲ値が閾値以上の場合に、
ピーク電力を抑圧するための信号（ピーク抑圧信号）が挿入される。そして、ピーク抑圧
周波数設定部６０は、設定結果をピーク抑圧信号生成部２１－１、２１－２およびピーク
抑圧信号挿入部２２－１、２２－２に入力する。ピーク抑圧用の周波数成分をこのように
して設定すると、ピーク抑圧信号を挿入される周波数成分は、実施の形態１おいて、ウェ
イト係数：０を乗算される周波数成分になるとともに、伝搬路品質が他方のアンテナより
も十分低いアンテナから送信されて大きな伝搬路減衰を受ける周波数成分になるため、ピ
ーク抑圧信号の影響による通信相手側での受信品質の劣化を招くことなくＰＡＰＲの増大
を抑えることができる。
【００４４】
　一方、各アンテナ毎に設けられたＰＡＰＲ測定部１９－１、１９－２は、ＩＦＦＴ後の
信号のＰＡＰＲ値を測定して閾値判定部２０－１、２０－２およびピーク抑圧信号生成部
２１－１、２１－２に入力する。また、ＰＡＰＲ測定部１９－１、１９－２は、ピーク電
力が生じた時間軸上の位置をピーク抑圧信号生成部２１－１、２１－２に知らせる。
【００４５】
　閾値判定部２０－１、２０－２は、入力されたＰＡＰＲ値と閾値とを比較して、ＰＡＰ
Ｒ値が閾値以上の場合、ピーク抑圧信号生成部２１－１、２１－２に対し、ピーク抑圧信
号を生成する旨の指示を出力する。
【００４６】
　この指示に従い、ピーク抑圧信号生成部２１－１、２１－２は、ピーク抑圧信号を生成
する。ピーク抑圧信号生成部２１－１、２１－２では、ピーク抑圧用に設定された周波数
成分の周波数軸上の位置とピーク電力の時間軸上の位置とに基づいて、時間軸上のピーク
電力の位置でその周波数成分の信号が逆位相となるような位相のピーク抑圧信号を生成す
る。また、ピーク抑圧信号生成部２１－１、２１－２は、ピーク抑圧信号の振幅をＰＡＰ
Ｒ値に比例した値にする。なお、この他にピーク抑圧信号の生成方法としては、例えば特
開２００１－２３７８００号公報に記載の方法を用いることができる。そして、ピーク抑
圧信号生成部２１－１、２１－２は、生成したピーク抑圧信号を、ピーク抑圧信号挿入部
２２－１、２２－２に入力する。
【００４７】
　ピーク抑圧信号挿入部２２－１、２２－２は、ピーク抑圧周波数設定部６０で設定され
た周波数成分に、ピーク抑圧信号生成部２１－１、２１－２で生成されたピーク抑圧信号
を挿入する。
【００４８】
　このように、本実施の形態によれば、ピーク抑圧信号を挿入することによる通信相手側
での受信品質の劣化を招くことなくＰＡＰＲの増大を抑えることができ、ＰＡＰＲの増大
に起因する信号歪による誤り率特性の劣化を抑えることができる。
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【００４９】
　（実施の形態５）
　本実施の形態では、実施の形態３および４と異なる方法によりＰＡＰＲの増大を抑える
無線通信装置について説明する。
【００５０】
　本実施の形態に係る無線通信装置の構成を図１０に示す。なお、以下の説明では、実施
の形態１（図１）と同一の構成には同一の番号を付し説明を省略する。
【００５１】
　図１０に示す無線通信装置において、アンテナ選択部２３は、ＩＦＦＴ後の信号のＰＡ
ＰＲが閾値以上である場合に、ＩＦＦＴ部１６－１でＩＦＦＴされた信号とＩＦＦＴ部１
６－２でＩＦＦＴされた信号と合成し、その合成信号の送信アンテナとしてアンテナ１ま
たはアンテナ２のいずれか一方のアンテナを選択する。また、アンテナ選択部２３は、全
周波数成分の総電力（つまり、各周波数成分の伝搬路品質の合計値）がより大きい方のア
ンテナを送信アンテナとして選択する。
【００５２】
　アンテナ選択部２３の内部構成を図１１に示す。図１１において、ＰＡＰＲ測定部２３
１は、ＩＦＦＴ部１６－１から入力されるＩＦＦＴ後の信号のＰＡＰＲ値（アンテナ１の
ＰＡＰＲ値）およびＩＦＦＴ部１６－２から入力されるＩＦＦＴ後の信号のＰＡＰＲ値
（アンテナ２のＰＡＰＲ値）を測定して閾値判定部２３２に入力する。
【００５３】
　閾値判定部２３２は、アンテナ１のＰＡＰＲ値およびアンテナ２のＰＡＰＲ値をそれぞ
れ閾値と比較して、双方とも閾値未満の場合には、ＳＷ１～ＳＷ４をａ側に接続する。よ
って、アンテナ１のＰＡＰＲ値およびアンテナ２のＰＡＰＲ値の双方が閾値以上の場合に
は、実施の形態１と同様に、ＩＦＦＴ部１６－１から出力される信号はそのままＧＩ挿入
部１７－１に入力され、ＩＦＦＴ部１６－２から出力される信号はそのままＧＩ挿入部１
７－２に入力される。
【００５４】
　一方、アンテナ１のＰＡＰＲ値またはアンテナ２のＰＡＰＲ値のいずれか一方でも閾値
以上の場合には、閾値判定部２３２は、ＳＷ１～ＳＷ４をｂ側に接続するともに、受信電
力測定部２３４に対して動作するよう指示する。よって、この場合は、ＩＦＦＴ部１６－
１から出力される信号およびＩＦＦＴ部１６－２から出力される信号がともに合成部２３
３に入力され、合成部２３３では、それら２つの信号を合成する。合成された信号はＳＷ
５に出力される。
【００５５】
　受信電力測定部２３４には、パイロット抽出部５２－１で抽出されたパイロットシンボ
ルおよびパイロット抽出部５２－２で抽出されたパイロットシンボルが入力される。受信
電力測定部２３４は、閾値判定部２３２からの指示に従って、これらのパイロットシンボ
ルの受信電力値（アンテナ１の受信電力値およびアンテナ２の受信電力値）を時間領域で
それぞれ測定して送信アンテナ選択部２３５に入力する。よって、受信電力測定部２３４
は、アンテナ１のＰＡＰＲ値およびアンテナ２のＰＡＰＲ値の双方とも閾値未満の場合に
は動作せず、無駄な電力消費を防止する。なお、受信電力測定部２３４によって時間領域
で測定される受信電力値は全周波数成分の総電力値となるため、アンテナ１の受信電力値
およびアンテナ２の受信電力値としてそれぞれ、周波数特性測定部５３－１、５３－２で
測定される各周波数成分の受信電力の合計値を用いることも可能である。
【００５６】
　送信アンテナ選択部２３５は、アンテナ１の受信電力値とアンテナ２の受信電力値とを
比較して、受信電力値の大きい方のアンテナを選択する。なお、アンテナ１の受信電力値
とアンテナ２の受信電力値が等しい場合には、アンテナ１を選択する。つまり、送信アン
テナ選択部２３５は、アンテナ１の受信電力値がアンテナ２の受信電力値以上の場合は、
ＳＷ５をａ側に接続し、アンテナ２の受信電力値がアンテナ１の受信電力値より大きい場
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合は、ＳＷ５をｂ側に接続する。これにより、アンテナ１のＰＡＰＲ値またはアンテナ２
のＰＡＰＲ値のいずれか一方が閾値以上の場合に、合成部２３３で合成された信号が、ア
ンテナ１またはアンテナ２のいずれか一方から送信されることになる。
【００５７】
　次に、閾値判定部２３２での閾値の設定方法について説明する。送信無線処理部１８－
１および１８－２が有する送信アンプの電力増幅特性が図１２に示すようになる場合、Ｐ
ＡＰＲがアンプ特性の非線形領域に入ると送信信号に歪が生じる。よって、送信信号の歪
みを防止するためには、閾値判定部２３２で用いるＰＡＰＲの閾値を、入力バックオフ電
力値、すなわち、線形領域における平均レベルからのマージン電力値に設定する。
【００５８】
　なお、合成部２３３での合成後の信号は、変調部１２からＦＦＴ部１３に入力される信
号と同じ信号になる。そこで、本実施の形態では、アンテナ１のＰＡＰＲ値またはアンテ
ナ２のＰＡＰＲ値のいずれか一方でも閾値以上の場合に、合成信号に代えて、ＦＦＴ部１
３に入力される信号をそのまま送信する構成とすることも可能である。
【００５９】
　このように、本実施の形態によれば、ＰＡＰＲの増大による非線形歪みが送信信号に生
じてしまうことを防止することができる。また、非線形歪みが生じない場合にだけ、周波
数成分毎に伝搬路品質が最良のアンテナから信号を送信するため、信号受信側の通信相手
では、受信品質の向上を確実に図ることができる。
【００６０】
　なお、上記実施の形態における無線通信端末装置は‘UE’、無線通信基地局装置は‘No
de B’と表されることがある。
【００６１】
　また、上記実施の形態おいて、無線通信装置から送信される信号は、シングルキャリア
で送信される信号の他、等間隔に分散された周波数成分を持つＩＦＤＭＡ（Interleaved 
Frequency Division Multiple Access）信号、Distributed ＦＤＭＡ信号、または、まと
まった帯域を用いるLocalized ＦＤＭＡ信号であってもよい。
【００６２】
　また、上記実施の形態の説明に用いた各機能ブロックは、典型的には集積回路であるＬ
ＳＩとして実現される。これらは個別に１チップ化されても良いし、一部又は全てを含む
ように１チップ化されても良い。
【００６３】
　ここでは、ＬＳＩとしたが、集積度の違いにより、ＩＣ、システムＬＳＩ、スーパーＬ
ＳＩ、ウルトラＬＳＩと呼称されることもある。
【００６４】
　また、集積回路化の手法はＬＳＩに限るものではなく、専用回路又は汎用プロセッサで
実現しても良い。ＬＳＩ製造後に、プログラムすることが可能なＦＰＧＡ（Field Progra
mmable Gate Array）や、ＬＳＩ内部の回路セルの接続や設定を再構成可能なリコンフィ
ギュラブル・プロセッサーを利用しても良い。
【００６５】
　さらには、半導体技術の進歩又は派生する別技術によりＬＳＩに置き換わる集積回路化
の技術が登場すれば、当然、その技術を用いて機能ブロックの集積化を行っても良い。バ
イオ技術の適応等が可能性としてありえる。
【００６６】
　本明細書は、２００４年７月３０日出願の特願２００４－２２４６５７に基づくもので
ある。この内容はすべてここに含めておく。
【産業上の利用可能性】
【００６７】
　本発明は、移動体通信システムにおいて使用される無線通信基地局装置や無線通信端末
装置等に好適である。
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【図面の簡単な説明】
【００６８】
【図１】本発明の実施の形態１に係る無線通信装置の構成を示すブロック図
【図２】本発明の実施の形態１に係る周波数特性測定部の構成を示すブロック図
【図３】本発明の実施の形態１に係る周波数特性図
【図４】本発明の実施の形態１に係る周波数特性図
【図５】本発明の実施の形態１に係るフレーム構成図（ＴＤＤシステム）
【図６】本発明の実施の形態１に係るフレーム構成図（ＦＤＤシステム）
【図７】本発明の実施の形態２に係る周波数特性図
【図８】本発明の実施の形態３に係る無線通信装置の構成を示すブロック図
【図９】本発明の実施の形態４に係る無線通信装置の構成を示すブロック図
【図１０】本発明の実施の形態５に係る無線通信装置の構成を示すブロック図
【図１１】本発明の実施の形態５に係るアンテナ選択部の構成を示すブロック図
【図１２】本発明の実施の形態５に係る電力増幅特性図

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】
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